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令和２年度木造家屋建築工事に係る墜落災害防止集中取組月間の結果について 
 

秋田労働局（局長 甲斐三照）では、令和２年 10 月１日から同月 31 日までを労働

災害防止重点期間と位置づけ、県内の６労働基準監督署で、施工中の木造建築工事現場

に対して集中的に監督指導を実施しました。 
  
【監督指導の結果】 

❏ １４７事業場のうち違反事業場数は１１１事業場（違反率：７５．５％） 
監督指導を実施した件数は 101 現場、147 事業場※1 で、このうち、労働安全衛生法 

違反が認められた件数は 65 現場、111 事業場でした。違反率は、昨年度の 68.0％ 

から 7.5 ポイント増加し、全体の３/4 以上の事業場で安全対策が不十分な状況が認められま

した。（表１参照） 
  
❏ 墜落防止措置に関する違反が 51.0％で最多 

違反の内容は多い順に、 

① 墜落防止措置に関するもの        75 事業場（51.0％） 

② 元請の現場管理に関するもの       31 事業場（21.1％） 

③ 作業主任者の氏名等の周知        18 事業場（12.2％） 

④ 安全装置等の有効保持          17 事業場（11.6％）  

  で、特に危険度の高い機械設備や作業場所に対し、機械の使用停止や作業場所への立入禁止等

の行政処分※２を行った対象は 22 現場、32 事業場で、内訳は、 

① 墜落防止措置に関するもの        31 事業場 

② 手工具の安全装置に関するもの       １事業場 

となり、特に足場や開口部からの墜落災害を防止するための措置が十分に講じられていない状

況が認められました。（表２・表３－１・表３－２参照） 
  
【今後の取組】 

秋田県内の木造家屋建築工事業では、休業４日以上の労働災害が 45 件（10 月末日現在）発

生しており、昨年同期比で 6 件の減少となっています。 

墜落防止措置に関する法違反は、死亡などの重大な災害につながることから、引き続き、労働

災害撲滅のための監督指導を重点的に実施することとしています。 

※１）事業場数とは、建設業の現場で作業する元請事業場と下請事業場の数を合計したもの。 

※２）特に危険な機械や作業現場に対して労働基準監督署長が行う行政処分で、行政処分の対象となった機械や作業場所

が安全に作業ができることが確認されるまで、その使用や立入が禁止されます。 
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